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～ 「教える」から「育てる」へ ～

学校再編推進課・学校教育課

未来へつなぐ 富山市の教育
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「未来へつなぐ 富山市の教育」全体像

教育施策を深化・発展させる４つの視点（ビジョン）
■ 発達段階を踏まえた一貫性のある９年間の学びを充実させる小中連携教育
■ コミュニティ・スクール等地域に根差した学校づくり
■ 学校の適正規模の確保と悩みを抱える子どもの居場所を用意する多様な学びの場の提供
■ 教員が生き生きと健康で働き、子どもたちと向き合う時間を確保するための教員の働き方改革

子どもたちに必要な
資質・能力の育成

■ 自ら課題を見つけ、
主体的に判断し、より
よく問題を解決する力

■ 自らを律しつつ、他
人とも協調し、他人を
思いやる心や感動する
心など豊かな人間性

■ たくましく生きてい
くための健康や体力と
変化の激しい時代を生
き抜く実践力

・・・令和４年度実施中（または
予定）の主な事業

施策の実行

３．保護者や地域との協働
■コミュニティ・スクールによる学校運営と教育活動の改善・充実

■食育の普及啓発や食に関する学習・体験活動の充実

■休日における部活動の地域移行（再掲）

■教育に対する理解醸成のための広報・啓発活動
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・CＳの全市的拡大 ・保護者への啓発リーフレットの配布 ・教育フォーラムの開催

・イエナプラン的教育研修会 ・主体的な学び研修の実施（教員） ・アルバ・エデュによるプレゼン力向上

１．「主体性のある子どもの育成」の推進
■知識・技能の習得と非認知能力の育成
■教員の意識改革と授業改善 ■問題解決的な学習（ＰBＬ）の充実
■インクルーシブ教育推進 ■イエナプラン的教育の推進
■不登校児童生徒支援 ■授業におけるＩCT活用の促進
■小学校高学年段階への教科担任制
■休日における部活動の地域移行
■教員の資質向上に向けた研修充実 ■教職員の確保 など

２．多様な学びの場の提供
■一定規模の集団の中で学ぶ環境づくり（学校規模の適正化）
■適正化を進める間の子どもたちの学びの場の充実（小規模特認校のあり方）
■悩みを抱える子どもの居場所づくり（適応指導教室や不登校特例校）
■ＩCT教育のための機器類や教材の充実
■「医療的ケア運営協議会」設置に向けた調査研究

・学校再編推進 ・水橋地区義務教育学校整備 ・老朽化対策 ・ＧＩＧＡスクール構想推進

富山市立小・中学校再編計画

富山市でも、この時代の要請に対応していくことが求められている。

「正解主義」「同調圧力」
への偏りからの脱却

今日の学校教育が直面している課題

子どもたちの多様化※

情報化への対応の遅れ

学習意欲の低下

少子化・人口減少

教員の長時間労働

感染症への対応

日本型学校教育の成果

世界的にトップクラスの学力

規範意識・道徳心の高さ

学力の地域差の縮小

世界的に日本型学
校教育が評価され
る一方で、直面して
いる課題もある。

課題の解決に
向けた取組み

新しい時代の学校教育の実現

新学習指導要領の着実な実施

ＧＩＧＡスクール構想

学校における働き方改革
一人ひとりの子どもを
主題にする学校教育

の実現

我が国の学校教育の課題と変化

学校教育にとって極めて重要な転換期を迎えている。
出典：中央教育審議会答申「令和の日本型教育の構築を目指して」

※特支級などに在籍する児童生徒や外国人児童生徒の増加、いじめや不登校発生件数の増加など
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「未来へつなぐ 富山市の教育」の実現に向けて取り組むべき主な課題

２．多様な学びの場の提供
■一定規模の集団の中で学ぶ環境づくり（学校規模の適正化） ■適正化を進める間の子どもたちの学びの場の充実（小規模特認校のあり方）
■悩みを抱える子どもの居場所づくり（適応指導教室や不登校特例校等） ■ＩCT教育のための機器類や教材の充実 ■「医療的ケア運営協議会」設置に向けた調査研究

３．保護者や地域との協働
■コミュニティ・スクールによる学校運営と教育活動の充実・改善 ■食育の普及啓発や食に関する学習・体験活動の充実 ■休日における部活動の地域移行（再掲）

■教育に対する理解醸成のための広報・啓発活動

１．「主体性のある子どもの育成」の推進
■知識・技能の習得と非認知能力の育成 ■教員の意識改革と授業改善 ■問題解決的な学習（ＰBＬ）の充実 ■インクルーシブ教育推進 ■イエナプラン的教育の推進
■不登校児童生徒支援 ■授業におけるＩCTの活用 ■小学校高学年段階への教科担任制 ■休日における部活動の地域移行 ■教員の資質向上に向けた研修充実 ■教職員の確保 など

◆「教える（教員主導）」から「育てる（子ども主体）」への意識改革や授業改善、主体的な学び研修会など教員研修の見直しと改善
◆学校規模が異なるケースでの効果的な学習指導のあり方検討
◆義務教育学校などの教育課程の編成とイエナプラン教育の要素の取り入れの調査研究
◆不登校児童生徒支援のため、MＡＰ（適応指導教室）との連携や保護者相談会の実施、学校の相談室の環境改善
◆小学校高学年段階への教科担任制の導入に伴う体制づくり など
◆少人数教育（学級）の実現に向けた教職員定数の拡充

◆少子化の進行による学校規模の適正化及び地域協議会設置の促進
◆適正化が進むまでの間における学びの場の充実策検討
◆従来型の小・中学校を基本としつつ、義務教育学校や小規模特認校、不登校特例校など学校類型別設置指針の策定検討
◆ＰＦＩ手法による（仮称）水橋地区義務教育学校の整備促進
◆ＩCT機器が持つさらなる可能性の検討とデジタル教科書・教材の有効活用 など

◆コミュニティ・スクールや地域学校協働活動の実施による地域の教育資源を活かした「地域とともにある学校づくり」
◆部活動の地域移行に関する調査研究や移行への課題・条件の明確化
◆学校教育や学校再編についての効果的な広報活動の拡充

 子どもたちに必要となる資質や能力を育むためには、「未来へつなぐ 富山市の教育」全体像に示すの「三つの矢」を一体的に並
行して進めることが必要である。

 一朝一夕には課題は解決しないことから、１０年・１５年の長期的視点をもった実効的な施策を検討・実施が求められている。
 特に、教員の意識改革や学校再編には期間を要することから、多様な学びの場を用意しながら、子どもたちの教育環境を下支
えしていくことが急務。

２０２２（Ｒ4） ２０２３（Ｒ５） ２０２４（Ｒ６）～

◆第２期教育振興基本計画 ◆教育振興基本計画の改定 ◆第３期教育振興基本計画の実施


